
【 】

　糸島市長　様　　　　　　

－ －

□

□

□

29・　　　 　年　　   月　　   日

氏名

住所

申請日 　　　　　　　－
申請者
(世帯主)

　
※
太
枠
内
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

被保険者記号
番号

電話番号

個人番号

変更 上記のとおり、高額療養費の振込先の変更を申請します。

解除 高額療養費支給申請手続きの簡素化の解除を申請します。

※必ず裏面の承諾事項と注意事項等をご確認ください。

電話番号
同上□

氏名
同上□ 世帯主との

続柄

振
込
先

（
世
帯
主
口
座

）

銀
行
名
等

銀行　・　農協　・　信金

信組　・　信漁連

支 店 名 等

登録者
適用開始

年月
年　　　月

□　本人確認（記入者、委任状の受任者含む）
   〔世帯主・記入者〕番カ ・ 免 ・ パ ・ 住カ ・ 在カ ・ その他 （ 国保 ・ 通帳 ・　　　　　　） / 番号 ：
   〔委任状の受任者〕番カ ・ 免 ・ パ ・ 住カ ・ 在カ ・ その他 （ 国保 ・ 通帳 ・　　　　　　） / 番号 ：

□　外国人在留資格等確認　　不要 ・ 要（在カ・住基）
□　資格 ・ 世帯主確認
※違う期間あり （別途申請が必要）

□申請書控えの交付

　　　　／　　　（　窓口　・　郵送　）
□　委任状（世帯主と口座名義人が異なる場合のみ）
　　　不要　・　要　（別紙の委任状を添付）

□　申請日時点の税滞納　無 ・ 有(※)
※別途
   対象月分の申請書 及び 充当委任状の提出要

受付
年月日

　　年 　　月 　　日 受付者
口座登録

処理年月日
年 　　月 　　日

受付印

□　承諾事項及び注意事項の説明
□　第三者　無　・　有
（ 届出済　・　勧奨済 ）

□　請求時効内の所得申告状況
　済 ・ 未（　　　年度分）

備考

新規・変更・解除

高  国民健康保険高額療養費支給申請書兼承諾書
　　　　　　　　　　　　　　　（支給申請手続き簡素化申請用）

　　　わたくしは、医療機関に対して、一部負担金を遅延なく支払うことを誓約します。
　  また、裏面にある承諾事項と注意事項等に了承及び確認しましたので、高額療養費支給申請手続きの簡素化を申請します。

口座名義人
（カタカナで記入して下さい）

（市記入欄）

本人　・　その他（　　　　　　　　）

新規

記入者

支店（所）

　※世帯主以外の方の口座を指定する場合は、委任状が必要です。委任状を添付して申請してください。

店番

預 金 種 目 普通　・　当座　・　貯蓄
口 座 番 号
（右 づ め）

世帯主との続柄

本店（所）

ゆうちょ銀行の場合

住所
同上□



（１）
（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（１）世帯主が変更になった場合

（２）申請者（世帯主）から解除申請があった場合

（３）指定された振込先金融機関口座へ振り込みができなかった場合

（４）申請内容に偽りその他不正があった場合

（5） 世帯構成の変更等で被保険者番号に変更があった場合

（６）国民健康保険税（国保税）等に滞納があることが判明した後、６ヵ月以上その状態が解消されない場合

（７）その他市長が必要と認めた場合

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（１）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（７）

（8）

振込先口座は、原則世帯主の口座で、１世帯につき、１口座のみの登録となります。
世帯主以外への口座振り込みを希望される場合は、「委任状」が必要となります。

指定の振込先金融機関口座に変更や修正がある場合には、届出が必要です。

後期高齢者医療制度（原則７５歳から）の対象となった方は、後期高齢者医療制度での高額療養費の手続きが別途必
要です。

医療機関等で支払った領収書は、確定申告等で必要な場合があります。保管をお願いします。

（　その他注意事項　）

次の注意事項について、ご確認ください。

申請手続きの簡素化適用は、令和４年４月診療分以降の月毎の高額療養費の支給と外来年間合算の支給対象となる
場合のみです。
申請手続きの簡素化適用中は、各月の高額療養費支給予定額等の案内通知は送付されません。

申請手続きの簡素化適用中は、高額療養費の支給があった場合のみ支給決定通知書を送付します。

支給に関する審査等の関係で、従来どおり３カ月程度支給までに時間を要します。
また、レセプトの再審査等により６カ月以上支給までに時間を要することがありますので、あらかじめご了承ください。
医療機関等によるレセプトの記載誤りやレセプトの提出漏れなどにより、一部支給されない場合があります。その場合
は、市役所では確認できないため、領収書をご準備の上、国保年金課までご連絡ください。

一部負担金などの支払い状況について、医療機関等への確認または領収書の確認が必要となった場合

　（例：無料低額診療事業を利用している場合、分割払いをしている場合　など）

通勤途中・仕事上の負傷等や交通事故等の第三者行為による負傷があった場合

その他審査上必要が生じた場合

国民健康保険税（国保税）等に滞納があることが判明した場合

重度障がい者医療費及びひとり親家庭等医療費、子ども医療費助成の利用にともない高額療養費が発生した場合に
は、支給すべき金額の全部又は一部を市の判断で、市町村に振り込むことになること。

解除について

次のいずれかに該当する場合は、自動計算による支給を解除します。該当者へは、必要に応じて高額療養費支給申請のお
知らせ等を送付いたします。

停止について

次のいずれかに該当する場合は、確認が完了するまで、自動計算による支給を一旦停止し、確認完了後に自動計算
による支給を開始します。なお、支給申請手続き簡素化の再申請は不要です。

再審査等の対象となっている診療報酬明細書（レセプト）がある場合

次の承諾事項について、ご確認ください。

一部負担金（医療機関等の窓口負担額）の支払状況について、市から医療機関等に照会する場合があること。
医療機関等に一部負担金を支払っていない場合には、すみやかに市へ申し出ること。
また、当該分における支給済みの高額療養費を市に返還すること。

支給済みの高額療養費の額が、世帯の所得区分の変更、診療報酬明細書（レセプト）の再審査等で減額となった場合
には、減額された金額に相当する額を市に返還すること。

国民健康保険税（国保税）等に滞納が判明した場合は、申請手続きの簡素化が停止すること。
支給対象となっている高額療養費を国保税等に充当する必要が生じた場合は、別途、従前の申請方法による申請が
必要となること。

通勤途中・仕事上の負傷等や交通事故等の第三者行為による負傷があった場合には、「傷病届」を市に提出すること。
（国民健康保険法施行規則第32条の６）

（　承諾事項　）


